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用語の解説 

第４章 計画の前提条件 

 

１ 教育・保育提供区域の設定 

「子ども・子育て支援法に基づく基本指針」※1では、「市町村は、地理的条件、人口、交通

事情その他の社会的条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供するための施設の

整備状況その他の条件を総合的に勘案して、地域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅より

容易に移動することが可能な区域（以下「教育・保育提供区域」という。）を定める必要があ

る」と示されている。 

本市においては、第１期計画策定時に、旧伊達市区域と大滝区を合わせた行政区１圏域を教

育・保育提供区域として設定したところである。 

第１期計画策定時から現時点までに、旧伊達市区域と大滝区との地理的条件はもちろんのこ

と、国の子育て支援制度やその他の社会的要因に大きな変化はなく、また、本市においては本

計画期間中に新たな施設整備も見込まれないことから、本計画では第１期計画と同様に、教育・

保育提供区域を行政区１圏域として設定する。 

 

 

 

 

 

                                         
※1 子ども・子育て支援法に基づく基本指針：国から示された「子ども・子育て支援事業計画」の

策定に当たって、記載すべき事項を記したもの。 
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２ 量の見込みの算出について 

（１）量の見込みの算出に当たって 

本計画では、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・保育を提供するた

めの施設の整備の状況、その他の条件を総合的に勘案して、需要の指標となる量の見込みや

その確保方策を「教育・保育提供区域」ごとに設定する。 

量の見込みを算出すべき事業は以下のとおりである。 

 

【表 4-1】 

 教育・保育給付事業 対象年齢 

１ １号認定※1（認定こども園及び幼稚園）※専業主婦（夫）家庭、就労短時間家庭 ３～５歳 

２ ２号認定※2のうち、幼稚園利用希望がある家庭（認定こども園及び幼稚園） ３～５歳 

３ ２号認定（認定こども園及び保育所） ３～５歳 

４ ３号認定※3（認定こども園及び保育所＋地域型保育事業） ０～２歳 

 

【表 4-2】 

 地域子ども・子育て支援事業 対象年齢・学年 

１ 地域子育て支援拠点事業 ０～５歳 

２ 乳児家庭全戸訪問事業 ０歳 

３ 子育て短期支援事業 ０～５歳 

４ 一時預かり事業 １～５歳 

５ 病児保育事業 ０歳～６年生 

６ 延長保育事業 ０～５歳 

７ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）・放課後子ども教室 １～６年生 

８ 妊婦健康診査 ― 

９ 養育支援訪問事業等 ０～18歳 

10 利用者支援事業 ― 

11 ファミリー･サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業） ０～５歳、１～６年生 

※２「乳児家庭全戸訪問事業」、８「妊婦健康診査」、９「養育支援訪問事業等」、10「利用者支援事業」は

事業形態の性質上、ニーズ調査とは別に量の見込みを算出。 

 

（２）量の見込みの算出方法 

量の見込みの算出に当たっては、原則として国の手続きに基づき、ニーズ調査から得た数

値から算出した。 

ただし、国の手引きは、標準的な算出方法を示すものであり、より効果的、効率的な方法

による算出を妨げるものではないとされているため、算出した数値と過去の実績値の間に大

きな乖離が認められた場合には、利用実態等を考慮した補正値をもって量の見込みとした。 

                                         
※1 １号認定：満３歳以上の学校教育のみ（保育の必要性なし）の就学前子ども。 
※2 ２号認定：満３歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学前子ども（保育を必要とする子ども）。 
※3 ３号認定：満３歳未満の保育の必要性の認定を受けた就学前子ども（保育を必要とする子ども）。 
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３ 計画期間の人口推計 

（１）コーホート変化率法※1による人口推計 

本市の将来人口をコーホート変化率法で推計すると、2019年（平成 31年）に 34,083人だ

った総人口は、2024年（令和６年）には 31,966人と 6.2％減少することが見込まれる。ま

た、2019年（平成 31年）に 3,594人だった年少人口は、2024年（令和６年）には 3,009人

と 16.3％減少し、少子化の急速な進行が見込まれる。 

 

【グラフ4-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表4-3】 
（人、％） 

区分 
実績 推計 

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 

総人口 34,083  33,681  33,249  32,832  32,405  31,966  

年少（15 歳未満）人口 3,594  3,431  3,404  3,284  3,158  3,009  

年少人口割合 10.5% 10.2% 10.2% 10.0% 9.7% 9.4% 

資料：2019年（平成 31年）実績は住民基本台帳人口（各年４月１日）。2020年（令和２年）～2024年（令和
６年）の推計値は、2017年（平成 29年）～2019年（平成 31年）の住民基本台帳人口（各年４月 1日）
に基づき算出を実施したため、第７次伊達市総合計画における国立社会保障・人口問題研究所による国
勢調査人口に基づく数値とは一致しない。 

 

【グラフ4-2】 

■2019年（平成 31年）からの人口減少比 

 

 

 

 

 

 

                                         
※1 

コーホート変化率法：同じ年・時期に生まれた集団について、過去における実績人口の動勢か

ら変化率を求め、それに基づき将来人口を推計する手法。 



22 

164 162 164 160 156 

344 354 338 338 336 

612 594 532 510 501 

689 682 
682 632 586 

774 758 
724 

714 
676 

2,583 2,550 2,440 
2,354 

2,255 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2020 (R2) 2021 (R3) 2022 (R4) 2023 (R5) 2024 (R6)

（人）

高学年

低学年

3～5歳

1,2歳

0歳

 

（２）小学生以下人口の見通し 

小学生以下の人口推計は、2020年（令和２年）には 2,583人、2024年（令和６年）には

2,255人と、300人程度減少することが見込まれる。 

 

【グラフ4-3】 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

【表4-4】 

（人） 

年齢 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 

０歳 164  162  164  160  156  

１～２歳 344  354  338  338  336  

３～５歳 612  594  532  510  501  

就学前 計 1,120  1,110  1,034  1,008  993  

低学年 689  682  682  632  586  

高学年 774  758  724  714  676  

小学生 計 1,463  1,440  1,406  1,346  1,262  

計 2,583  2,550  2,440  2,354  2,255  

 
 

 


